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議員提出議案第７号

ＯＴＣ類似薬の保険適用除外を行わないことを求める意見書について

上記の案件を別紙のとおり、広陵町議会会議規則第１３条の規定により提出

します。

令和７年１０月１０日提出

提出者 広陵町議会議員 山 田 美津代

賛成者 同 八 尾 春 雄
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ＯＴＣ類似薬の保険適用除外を行わないことを求める意見書 

　２０２５年２月２５日、２０２５（令和７）年度予算の年度内成立に向けて交わされ

た３党合意（自由民主党・公明党・日本維新の会）は、医療費の年４兆円以上の削減を

条件としており、それに向けて３党で社会保障費削減のための協議体を設置し、２０２

 ６年度からのＯＴＣ類似薬の保険適用除外を最初のテーマに掲げた。

　ＯＴＣ類似薬の保険適用除外は、「現役世代の保険料負担を含む国民負担の軽減」のた

めとしているが、保険適用から外すことによって、薬代の負担増になることが懸念され

 る。

　日本医師会もＯＴＣ類似薬の保険適用除外について、医療機関の受診控えによる健康

被害、経済的負担の増加、薬の適正使用が難しくなることの３点をあげて強い懸念を表

明した（２月１３日宮川常任理事記者会見）。 

　患者が自己判断で市販薬を使用することの危険性、処方薬に比べて市販薬の価格設定

が高いことなどを考えると、「保険料負担の軽減」のために逆に健康を損ねることになっ

ては本末転倒である。子ども医療費助成制度で無料、または少額の負担で治療薬が処方

されていた地域では、高額なＯＴＣ医薬品を購入しなければならなくなる事態が生じる。 

　難病で、医療費助成の対象疾病として月額の自己負担上限額が適用されている患者の

場合は、使用しているＯＴＣ類似薬が保険適用外にされれば、難病の医療費助成制度か

らも外されて大幅な負担増になる。リウマチや広範囲の皮膚炎などで長期にわたりＯＴ

 Ｃ類似薬の使用が必要な患者もいる。

　自己負担増から治療が必要な患者の受診控えなどによる症状悪化や、薬剤の適正使用

 に困難をもたらし、受療権を侵害する事態を招くことは断じてあってはならない。

　よって、国においては、国民皆保険制度のもとですべての国民に必要な医療が保険給

 付されるよう、ＯＴＣ類似薬の保険適用除外を行わないことを強く求める。

 　以上、地方自治法第９９条の規定により意見書を提出する。

　　令和７年１０月１０日 

　奈良県広陵町議会議長　谷　禎一 

 　内閣総理大臣　石破　茂　様

 　厚生労働大臣　福岡　資麿　様

 　衆議院議長　額賀　福志郎　様

 　参議院議長　関口　昌一　様
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